
Copyright © 2023 The Japan Society of Home Economics

シリーズ

1．はじめに

　日本人の平均寿命は男性81.47歳，女性87.57歳1）と世
界有数の長寿国である2）．運動器疾患の総称であるロコ
モティブシンドローム3）は，高齢者の医療と健康の重い
足かせとなっている4）．本稿では，高齢者のロコモティ
ブシンドロームに焦点を当て，その予防や社会的影響に
ついて評価を試み，得られた知見を紹介する．
　ロコモティブシンドロームとは，運動器の障害のため
に移動機能が低下した状態をいう5）6）．日本整形外科学会
によると，移動機能低下が始まっている状態（ロコモ度
1）者4,590万人31.6％，移動機能の低下が進行している
状態（ロコモ度 2）者1,380万人5.8％，社会参加に支障
をきたしている状態で身体的フレイルを含み，運動器不
安定症のレベルに近い（ロコモ度 3）者580万人3.2％と
報告されている3）．ロコモティブシンドロームは，高齢
者における軽度の要介護状態の主たる誘因である7）． 他
方，ロコモティブシンドロームは，超高齢社会において
就労や社会参加が期待されている高齢者にとって，健康
度を維持することを阻害する要因ともいえる8）．
　ロコモティブシンドロームの外科的治療は侵襲性が強
く，全身的疾患であるため根治が困難な病態であり，ラ
イフステージの早い段階からの一次予防が重要といえ
る9）．予防の早期実施のためには，ロコモティブシンド
ロームについて公衆衛生学，特に公衆栄養学的に評価し
情報を発信することが，重要性を認知し行動を変容する
ために効果のある情報になると考えられる．そのために
は，行政や団体，民間等の社会環境の整備や健康支援策

の基礎資料となる研究の蓄積が期待される．しかしなが
ら，わが国では，公衆衛生学特に公衆栄養学的側面から
の報告が十分とは言えない．そこで筆者らは，高齢者の
ロコモティブシンドロームと生活習慣および社会環境要
因との関連について検討する 5 つの分析を行った（図
1）．研究分析 1として，食事（食品購入）をはじめとす
る生活習慣と，ロコモティブシンドロームとの関連につ
いて検討した10）．研究分析 2では外出頻度とロコモティ
ブシンドロームとの関連について検討した11）．研究分析
3として，ロコモティブシンドロームと買物困難者との
関連について検討した12）．研究分析 4 として，ロコモ
ティブシンドロームにより社会との関係性や生活満足度，
主観的健康感が抑制される，という仮説について検討す
る研究を行った13）．研究分析 5として，BMIを低栄養の
指標として用いて従属変数とし，ロコモティブシンド
ロームと地域間所得格差の文脈的効果について検討し
た14）．研究分析 6として，上記の研究で明らかになった
ロコモティブシンドロームの予防的要因の寄与率を求め，
関連性の強さの比較を試みた．

2．�研究方法―全国在宅高齢者を対象に実施された
食環境調査―

（1）調査概要
　本研究は，全国在宅高齢者を対象に実施された食環境
調査15）を用いた．調査方法期間は，平成24年11月 1日か
ら12月31日までの間で，調査地は東京都を除く全道府県
内1,411市町村で実施した．調査の対象は，平成24年11月
1日現在で満65歳以上，46道府県における高齢者とした．
北海道は600人，各府県は300人，横浜市など協力を得ら
れた政令指定都市は各250人とし，これらを合計した
15,200人を調査対象者数とした．回収調査標本は12,782
人（84.1％），有効回答数は10,226人（67.3％）であっ
た．面接調査はトレーニングを受けた食生活改善推進員
によって実施された．
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（2）調査項目
　調査票「平成24年度在宅高齢者に対する買物弱者と健
康に関する食環境調査事業アンケート」は，健康状態，
食料品の買物，食生活及び配食サービス利用などの日常
生活について把握するため，属性「道府県名，市町村名，
年齢，性別，身長，体重」のほか次の31項目が含まれて
いる：①世帯，②介護保険利用の有無，③介護保険利用
段階，④主な生活費，「健康状態について」は⑤現在の健
康状態，⑥治療中の病気，⑦目の状態，⑧歯の状態，⑨
耳の状態，日常の食料品の買物として⑩買物は誰がする
か，⑪店は近所にあるか，⑫店が近所にない理由， ⑬買
物に行くときの移動手段は何か，⑭どこで買物するか，
⑮週に何回買物するか，⑯食料品は普段何を買うか，食
生活として⑰ 1日何食食べるか，⑱毎日肉・魚・卵・大
豆製品のいずれかを食べているか，⑲毎日牛乳・乳製品
を摂っているか，配食サービス利用として⑳利用の有無，
㉑利用している種類，㉒利用回数，㉓利用価格，㉔自己
負担の適当価格，㉕今後の利用希望，日常生活として㉖
生活満足度，㉗近所との交流，㉘近所・地域とのつなが
りの必要性，㉙地域活動・ボランティア活動の参加，㉚
外出の頻度，㉛コンビニに希望する品物．ロコモティブ
シンドロームは，治療中の骨や関節の疾患があるかどう
かの質問に対して「はい」と答えた対象者はロコモティ
ブシンドロームありとした．日常の食料品購入について，
以下の食品についてたずねた： 1）米， 2）パン， 3）
麺，4）卵，5）豆腐，6）魚，7）肉，8）野菜，9）
果物，10）海藻，11）惣菜，12）缶詰食品，13）菓子，
14）インスタント食品，15）冷凍食品であった．外出頻
度は，「外出（買物も含む）の頻度について教えてくださ
い」という質問に対して，「ほぼ毎日」，「週に 3～ 4回」，
「週に 1～ 2回」，「月に 1～ 3回・ほとんどしない」の 4
項目に分けて分析した．食料品の買物は本人が行くと回

答した者は「定期的に食料店に行く」と分類し，家族，
その他と回答した者は「定期的に食料店に行かない」と
分類した．買物を含む外出の頻度では，対象者の外出頻
度「 3回／週以上」と「 3回／週未満」の 2つに分類し
た．社会関係資本について 4つの指標を設定した．地域
社会の交流の必要性（以下，交流必要性）については，
「近所や地域とのつながりは必要だと思いますか」に対し
て，「必要だと思う」，「どちらかといえば必要」と回答し
た者をありとし，「必要ない」と回答したものをなしとし
た．近所との交流については，「近所との交流はあります
か」の質問に対して「親しく付き合っている」，「挨拶や
立ち話をする程度」をあり，「付き合いはほとんどない」
をなしとした．地域社会活動への参加（以下，社会参加）
については，「地域活動・ボランティア活動に参加してい
ますか」の質問に対して「参加している」，「時々参加す
る」をあり，「以前参加したが現在は参加していない」，
「参加したことはない」をなしとした．この質問項目につ
いては，「以前参加したが現在は参加していない」という
参加状況の変化を評価する選択肢があったため補足的な
分析とし，同回答のみを社会参加しなくなったとし，「参
加したことはない」を欠損，それ以外は「以前は参加し
たが現在は参加していない」とする社会参加（喪失）を
設定した．道府県一人当たり平均所得は，平成23年度内
閣府経済社会総合研究所の統計より得た．

（3）統計分析
　ロコモティブシンドロームとの関連について，研究
1～ 4ではロジスティック回帰モデルを用いて，オッズ
比（Odd Ratio: OR）または調整済オッズ比（Adjusted 

OR: AOR）と95％信頼区間（95％ Confidence Interval: 

95％CI）を得た．研究 5はマルチレベル分析を用いて，
偏回帰係数と P値を得た．分析に用いた項目で，欠損の

図 1　本研究の 2つの目的とそれに伴う 5つの分析

（著者作成）



あった者を分析ごとに分析対象外とした．分析 1～ 5の
結果を要約する分析 6として，ロコモティブシンドロー
ムをアウトカムにした研究 1～ 3において関連が示され
た修正可能な曝露との関連の強さについての追加比較分
析を行った．研究 1～ 3で有意な関連が示された制御可
能な要因及び主たる交絡因子に限定し，買物困難者，年
齢，介護保険利用，世帯構成，主たる収入，BMI，主観
的健康感を独立変数とし，ロコモティブシンドロームを
従属変数とする多重ロジスティックモデルにより，標準
化偏回帰係数（β）を男女別に求め比較した．全ての統計
的有意差判定は p＜0.05とした．分析は，Stata16）と，マ
ルチレベル分析にはMLwiNを使用した17）．

（4）倫理的配慮
　調査は，世帯や個人の私的なことに及ぶ場合もある為，
その個人情報の保護と管理に万全を期し，対象者に危惧
の念を抱かせないように留意した．調査面接員は，対象
者に研究目的，方法，調査協力への任意性について説明
し，同意を得，無記名で回答を得た．常磐大学・常磐短
期大学研究倫理委員会の承認（No,100025）を得て実施し
た．

3．研究結果 

　（研究分析 1：食品購入とロコモティブシンドローム）
回収調査標本は，12,782人（粗回答率：84.1％）であっ
た．その内，分析に用いたデータ項目に欠損が無い回答
数は5,580人（有効回答率：43.7％）であった．多変量解
析の結果，，普段の買物で肉類を購入している者（AOR: 

0.82, 95％CI: 0.67-1.00）には，ロコモティブシンド
ロームが有意に少ない関連が見られた．
　（研究分析 2：外出頻度とロコモティブシンドローム）
分析項目に欠損値がなく有効回答を得られ分析に用いた
回答数は，8,027名であった．外出頻度が週 1～ 2回の群
はロコモティブシンドロームが有意に多いという関連が
示された（AOR: 1.41, 95％CI: 1.20-1.64）．
　（研究分析 3：ロコモティブシンドロームと買物困難
者）本研究の分析対象者は4,969人であった．食料店に定
期的に買物に行く者に限った分析では，「元々店が無い」
（AOR: 1.46, 95％CI: 1.19-1.79），「閉店したので店が無
い」（AOR: 1.48, 95％CI: 1.16-1.89）となり，ロコモ
ティブシンドロームが有意に多いという関連を示した．
　（研究分析 4：ロコモティブシンドロームと社会との関
係性や生活満足度や主観的健康感）データ欠損を除き分
析に用いた回答数は8,301名（有効回答率：54.6％）で
あった．ロコモティブシンドロームは，社会参加（AOR: 

1.22, 95％CI: 1.09-1.37），社会参加（喪失）（AOR: 1.41, 
95％CI: 1.22-1.62），生活満足感（AOR: 1.68, 95％CI: 

1.41-2.00），主観的健康感（AOR: 2.29, 95％CI: 2.04-
2.57）を阻害する有意な関連が見られた．
　（研究分析 5：低栄養とロコモティブシンドロームと地
域間所得格差）研究分析 5 に用いた有効回答数は，
10,226人であった．女性で，BMIの減少とロコモティブ
シンドローム（β: 0.403; P＜0.001）に個人レベルの有意
な関連が見られ，一人当たり道府県平均所得とBMIとの
間に地域レベルでの負の有意な関連がみられた（β: 

－0.846; P＝0.001）．
　（研究分析 6 の結果）研究 1 ～ 3 において関連が示さ
れた修正が比較的可能な生活習慣である普段の買物で肉
類を購入，外出頻度，買物困難，BMIに着目して，変数
間の直接比較が可能な標準化偏回帰係数（β）を見ると，
女性（図 2）では BMI 25以上（4.961）が最も強く，次
いで外出頻度の週 1～ 2回（3.817），閉店したので店が
無い（2.755），外出頻度週 3～ 4 回（2.019）が続いて
高かった．肉の購入（－0.001）は相対的に弱い結果で
あった．男性（図 3）では，閉店したので店が無い買物
困難者（1.405）が最も強く，外出頻度月 3 回未満

図 2 	 ロコモティブシンドロームと本研究で関連が示された
修正可能な曝露との標準化偏回帰係数の比較（女性）

（著者作成）
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図 3 	 ロコモティブシンドロームと本研究で関連が示された
修正可能な曝露との標準化偏回帰係数の比較（男性）
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（－0.836），同週 3～ 4回（0.785），元々店が無い買物困
難者（－0.679），が続き肉類購入は（－0.643）であっ
た．

4．考　察

　本研究では，普段の買物で購入する食品のうち，肉類
を購入する者はロコモティブシンドロームが少ない予防
的な関連が明らかになった．ロコモティブシンドローム
の予防のためには，骨量・骨密度，筋肉量を維持増加す
ることが重要であり18）19），定期的な肉類購入によって肉
類摂取回数や量を増やすことができれば，日本人の食事
摂取基準2020年版が目指している「国民の健康保持，健
康増進，病気の予防，重症化予防」の実現につながる可
能性があると考えた．
　有意な予防的な関連が示された外出は，骨，関節，筋
肉，神経系といった運動器官のネットワークを正常に保
つ歩行運動であり，ロコモティブシンドロームの実用的
な予防策の一つと考えられた11）．これからの高齢者の増
加を考え，この超高齢社会でその時期とその程度に違い
はあるにしても，ほぼ全員の人の運動器にロコモティブ
シンドロームがおこりえることを人々に分かりやすく伝
え，その対処を実践してもらう必要がある．ロコモティ
ブシンドロームの提唱は，「人が歩く」ということを支援
していこうという考えである．そこに外出頻度増加によ
る予防的な効果が示されれば社会貢献に資する研究につ
ながっていくことが期待できる．
　本研究では，定期的に食料店に行く者で，元々近くに
店が無い者や，閉店したので近くに店が無い者にロコモ
ティブシンドロームが有意に多いことが示された12）．さ
らに店が閉店した場合は，商店がなくなると外出頻度が
減ることや，交通手段の利用が増え歩行が減ることでロ
コモティブシンドロームが多くなっている可能性を示し
た．移動販売車を手配することで外出頻度を増やすとと
もに，身体活動を促進するための追加サービスを提供し，
高齢者の健康的なメニューを提供するなど，ロコモティ
ブシンドロームの予防をはじめ健康増進に結びつく食料
品店へのアクセスを強化する．買物困難者対策が，ロコ
モティブシンドローム予防や健康維持のための機会と捉
えることは公共政策的に重要であり，限られたリソース
を効率的に配分し，公衆衛生の成果を効果的に改善する
ことが求められるだろう．新鮮な食料品は，健康で尊厳
ある生活を維持する上で基本的に必要である．食料店へ
のアクセスには公共的な側面があると考えられる．社会
保障の枠の中で，食料品等日用品へのアクセス改善への
支援を含めて検討することが必要であろう．
　本研究でロコモティブシンドロームを有する者は，社
会関係資本（ソーシャルキャピタル）の一つの指標であ

る社会参加が少なく，生活満足感や主観的健康感が有意
に低いことが明らかになった13）．超高齢社会の中で，ロ
コモティブシンドローム予防のための健康教室に参加で
きるようになり，ボランティアなどの社会参加が増加す
るには，阻害要因を排除したバリアフリーな社会づくり
を通じて，参加しやすい行事，家づくりや街づくりをす
すめていくことも求められる．本研究で示された社会と
の関係性がロコモティブシンドロームと関連性があると
いう結果は，これらのソーシャルキャピタルの高まりの
重要性を示唆するものと考えられた．
　一人当たりの道府県平均所得20）は，地域の高齢女性の
BMIと有意に負の文脈効果があるとともに，ロコモティ
ブシンドロームの高齢女性は，高いBMIということが明
らかになった14）．ロコモティブシンドロームであること
で不活動となり，高いBMIになってしまうということが
考えられた．他方，女性における道府県平均所得が低い
地域ではBMIが高い女性が多い，もしくは道府県平均所
得が高い地域ではBMIが低い女性が多いという結果につ
いては，日本人女性ではBMI低下は中高年女性でもみら
れるようになっており，痩身願望が高所得県に居住する
高齢女性において現われたことが，本研究結果に影響を
及ぼしていたと考えられる．
　女性でロコモティブシンドロームに有意であった関連
要因を寄与の大きい順に並べると，BMI 25以上，外出頻
度，買物困難者，肉類購入の順となった．身体的な負荷
の重要性が食生活よりも強いことが考えられた．男性で
は，買物困難者，外出頻度，肉類購入の順であったが有
意差はなかった．男女関係なく外出を心掛けることがロ
コモティブシンドロームの予防と関連していた．例えば，
買物困難者になって自家用車などで買物することで不足
する運動負荷を，家事や体操，ボランティア活動など，
他の形で補うことが求められると考えられた．
　人は自然の老いの中で筋骨格系において「健康⇒ロコ
モティブシンドローム（フレイル（虚弱）を含む）⇒要
支援⇒要介護⇒終末期⇒看取り」という一連の流れをた
どっていく．この一連の中で最大の課題は，ロコモティ
ブシンドロームを予防することである21）22）．本研究で示
された要因のロコモティブシンドロームに対する寄与率
の強さは，女性の場合，BMI 25以上，外出頻度，近所に
店が無い買物困難者の順であり，普段の買物で肉類を購
入するは極小さな予防要因であった．これに対応する公
衆衛生学的・公衆栄養学的活動は，1. BMIを正常域に保
つ活動，2.高齢者の外出頻度を高めそれが継続できる活
動が必要と考えられた．そのためには，食事をバランス
よく継続して摂取できる方法の啓発や外出する際に使用
する歩道環境の点検整備など種々の環境整備，常に新鮮
な食材を購入摂取できるような買物困難者問題の解決も



重要になってくる． 1次予防には，①健康増進のための
健康教育・指導，生活習慣の改善，地域を基盤にした
キャンペーン活動がある．就労や買物，散歩，ボラン
ティア等での外出の推奨，BMIを正常域に保つこと，バ
ランスの取れた食事を摂ること，身体活動の推進がある．
②特異的予防として，栄養素欠乏症に対する栄養素の補
給があり，低栄養傾向の者には在宅NSTが効果的と考え
られる． 2次予防としては，③早期発見・早期治療があ
り，スクリーニング（集団検診），早期治療（迅速治療）
が挙げられる．具体的には，高齢者の医療の確保に関す
る法律に基づいて各市町村が実施している40歳からの特
定検診（メタボ検診）にロコモティブシンドローム検診
を併せて実施する健康診査・保健栄養指導を推奨したい．
これらは，かかりつけ医との連携も重要になってくるも
のである． 3次予防としては，④後遺症の予防があり医
療資源の供給や疾病の進行抑制等が重要になってくる．
また⑤リハビリテーションとして機能回復訓練や社会復
帰，などがあげられ重要な活動内容になっている．
　行政は住民自らがよりよく行動変容できるよう，科学
的根拠に基づいた情報を速やかに周知する役割を担って
いる．計画実施の有無については，法律・条例・補助金
等を勘案しながら地方自治体の予算状況等によって決め
られる．県民所得が多く収税が見込める地方公共団体と
そうでない団体では，活動規模（必要なマンパワー数，
必要な施設や公園，道路歩道等，交通機関等の管理等），
予算に差があるのは否めない．しかし，限られたリソー
スの中にあっても，ロコモティブシンドロームへの曝露
や予防要因の周知・啓発をすることにより，BMIを正常
域に保ち，住民と行政をはじめとする関係団体が，外出
頻度を高め地域社会の関係性が豊かになるような新しい
コミュニティ活動を共同して作り上げるアプローチを
探っていくことが肝要と考える．
　本研究は横断的研究であり，因果関係について言及す
ることができないことは本論文の各研究で共通の限界と
なっている．本調査のアドホック・サンプリングは，被
験者を無作為に一般集団から選択しておらず，結果の外
的妥当性は限られる．調査票は自己申告に基づいており，
正確性に欠ける可能性がある．これらの制限はあるもの
の，日本全国から独自の調査で抽出された 1万人超の在
宅高齢者を対象とした研究として，ロコモティブシンド
ロームについて研究の蓄積という点において一定の価値
を有すると考えられる．今後は，多様な指標を用いた縦
断的な調査による確認が必要である．

5．研究総括

1．普段の買物で肉類を購入するということがロコモ
ティブシンドロームの予防要因となる可能性を明ら

かにした．
2．外出頻度が週 2 回以下の者にロコモティブシンド
ロームが多く，ほぼ毎日外出する者にはロコモティ
ブシンドロームが少ないということを明らかにし
た．

3．定期的に食料品店に買物に行く者の中，買物困難者
はロコモティブシンドロームを多く有するという可
能性を明らかにした．

4．ロコモティブシンドロームを有する者は，社会参加
が低いという関連が示され，生活満足感や主観的健
康感が低いことと有意に関連していることを明らか
にした．

5．一人当たり道府県平均所得の低い地域とロコモティ
ブシンドロームを有する女性に，BMI 25以上の者
が多いことを明らかにした．

6．ロコモティブシンドロームと本研究で関連が示され
た修正可能な曝露との標準化偏回帰係数を比較した
ところ，女性では BMI 25以上（4.961）が最も強
く，次いで外出頻度の週 1～ 2回（3.817），閉店し
たので店が無い（2.755），外出頻度週 3 ～ 4 回
（2.019）が続いて高かった．肉の購入（－0.001）
は相対的に弱い結果であった．
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